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子会社の異動（持分譲渡）に関するお知らせ 

 

 

 当社は、平成 25 年 5 月 9 日開催の取締役会において、連結子会社である阜新住林木業有限公司（以下、｢阜新

社｣）の当社持分（出資金）の 85.1％を、佰山投資（控股）有限公司（以下、「佰山社」）へ譲渡することを決議いたし

ましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 なお、本件持分譲渡に伴い、阜新住林木業有限公司は、当社の連結子会社より除外されることとなります。 
 
 

記 
 
 
1、譲渡の理由 
 当社は、木材商品の生産・需要量が世界最大である中国での事業拡大を目指し、当社としては初となる中国国

内での合板製造拠点として、平成 20 年 7 月 17 日に中国東北地区の遼寧省に阜新社を設立いたしました。 
 しかしながら、生産立ち上げに相当の時間がかかり収益確保が遅れたこと、原材料価格が高騰し集荷困難とな

ったこと、かつ価格競争の激しい市況の影響を受け、同社は厳しい経営環境にあります。 
 以上の点を鑑み、当社としては、中国国内で合板の製造事業を運営している佰山社に持分の一部を譲渡するこ

とで業績改善を図ることとし、経営資源をその他の事業に集中することが望ましいとの判断に至りました。 
 
 
 
2、持分譲渡の方法 
 当社は、佰山社との持分譲渡契約締結後に、当社が阜新社の増資を引き受け、中国当局の認可を取得後、保

有する持分の 85.1％を佰山社へ無償譲渡する予定です。 
 
 
3、譲渡する子会社の概要 
（1） 名称 阜新住林木業有限公司 
（2） 所在地 中華人民共和国 遼寧省阜新市高度技術産業区科技大街 71 号 
（3） 代表者の役職・氏名 董事長  関本 暁 
（4） 事業内容 合板の製造・販売 
（5） 資本金 194,046 千人民元 （※） 
（6） 設立年月日 平成 20 年 7 月 17 日 
（7） 株主及び持分比率 住友林業株式会社 100％ 

資本関係 当社の 100％子会社であります。 （8） 上場会社と当該会社との

関係 人的関係 当社社員が董事長を兼務しており、また当社社員 3 名を当該会



社に派遣しております。  
取引関係 当社と当該会社との間に特筆すべき取引関係はありません。 

（9） 最近 3 年間の経営成績及び財政状態 
決算期 平成 22 年 12 月期 平成 23 年 12 月期 平成 24 年 12 月期 

純資産 30,936 千人民元 24,924 千人民元 17,675 千人民元

総資産 101,861 千人民元 112,768 千人民元 108,833 千人民元

売上高 9,340 千人民元 26,179 千人民元 8,662 千人民元

営業利益 △24,718 千人民元 △34,602 千人民元 △32,159 千人民元

経常利益 △27,590 千人民元 △37,951 千人民元 △41,340 千人民元

当期純利益 △27,590 千人民元 △37,951 千人民元 △41,340 千人民元

（※）増資実施後の資本金額を記載しております。 
 
 
4、譲渡先の概要 
（1） 名称 佰山投資（控股）有限公司 
（2） 所在地 中華人民共和国 吉林省 長春市 東南湖大街 71 号 
（3） 代表者の役職・氏名 董事局主席・優稼壮 
（4） 事業内容 原木生産輸出業、合板製造工場運営、繊維事業、不動産事業 
（5） 当社との関係 資本・取引関係に特筆すべき事項はありません。 
 
 
5、譲渡持分出資金額、及び譲渡前後の持分出資金額の状況 
（1） 異動前の持分出資金額 194,046 千人民元 （所有割合 100％） 
（2） 異動持分出資金額  165,133 千人民元 
（3） 異動後の持分出資金額 28,913 千人民元 （所有割合 14.9％） 
 
 
6、増資及び譲渡の日程 
 平成 25 年 5 月 9 日  取締役会決議 
 平成 25 年 5 月中旬  持分譲渡契約書/合弁契約書締結（予定） 
 平成 25 年 5 月 31 日  増資手続き完了（予定） 
 平成 25 年 9 月 30 日  持分譲渡期日（予定） 
 
 
 
7、今後の見通し 
 本件持分譲渡に伴い、平成 25 年 3 月期連結決算において 344 百万円を特別損失に計上しております。 
 また、平成 26 年 3 月期連結業績に与える影響は軽微であります。 
 
 
 
 

以上 
 


